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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成18年６月30日に提出いたしました第48期（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）有価証券

報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提

出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

注記事項

　関連当事者との取引

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

　

（訂正前）

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

該当事項は、ありません。

　

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

役員及び個人主要株主等

該当事項は、ありません。
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（訂正後）

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

堀田俊夫 － －

（株）コム
デザイン代
表取締役

工業製品の
デザイン、
展示のデザ
イン・設計

被所有
直接
0.4

－ －

デ ザ イ ン
料、ディス
プレイ制作
費の支払
(注)1

25,050
(注)2

未払金
4,018
(注)2

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

１　デザイン料および販売促進物制作費については、一般的な取引条件を考慮しながら、交渉の上で決定しており

ます。

２　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

堀田俊夫 － －

（株）コム
デザイン代
表取締役

工業製品の
デザイン、
展示のデザ
イン・設計

被所有
直接
0.4

－ －

デ ザ イ ン
料、ディス
プレイ制作
費の支払
(注)1

10,685
(注)2

未払金
429
(注)2

役員の
近親者

市川利夫 － －
当社最高顧
問

被所有
直接
0.9

－ －
3顧問報酬
の支払
(注)4

15,927未払費用 800

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

１　デザイン料および販売促進物制作費については、一般的な取引条件を考慮しながら、交渉の上で決定しており

ます。

２　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

３　市川利夫氏の顧問報酬については、創業者としての経験を基準に今後の貢献度合（会社の戦略、方向性、市場開

拓などに関する指導・助言）を考慮し決定しております。
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